
議案第４８号 

さいたま市建築等関係事務手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市建築等関係事務手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

平成２９年２月７日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市建築等関係事務手数料条例の一部を改正する条例 

さいたま市建築等関係事務手数料条例（平成１３年さいたま市条例第７３号）の一

部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

事務の種類 手数料の額

１～６７ ［略］

６８ 都市の低炭素化の促

進に関する法律（平成２

４年法律第８４号。以下

「都市低炭素化促進法」

という。）第５３条第１

項の規定による低炭素建

築物新築等計画の認定の

申請（以下「低炭素建築

物新築等計画の認定申請

」という。）に対する審

査（次項から第７０項ま

でに規定する審査を除く。

）

  ～  ［略］

 ［略］

６８の２ 低炭素建築物新

築等計画の認定申請に対

する審査（建築物エネル

ギー消費性能基準等を定

める省令（平成２８年経

済産業省令・国土交通省

令第１号。第７３項から

次の各号に掲

げる区分に応じ、

当該各号に定め

る金額

事務の種類 手数料の額

１～６７ ［略］

６８ 都市の低炭素化の促

進に関する法律（平成２

４年法律第８４号。以下

「都市低炭素化促進法」

という。）第５３条第１

項の規定による低炭素建

築物新築等計画の認定の

申請（以下「低炭素建築

物新築等計画の認定申請

」という。）に対する審

査（次項及び第７０項に

規定する審査を除く。） 

  ～  ［略］

 ［略］
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第７５項まで、第７７項、

第７９項及び第８０項に 

おいて「省令」という。 

）第８条第１号イ 及び

ロ に定める基準に適合

する非住宅用途を含む建 

築物の非住宅部分の審査 

に限る。）

 床面積の合計が３０

０平方メートル以下の

もの

 床面積の合計が３０

０平方メートルを超え

２，０００平方メート

ル以下のもの

 床面積の合計が２，

０００平方メートルを

超え５，０００平方メ

ートル以下のもの

 床面積の合計が５，

０００平方メートルを

超え１０，０００平方

メートル以下のもの

 床面積の合計が１０

 ，０００平方メートル

を超え２５，０００平

方メートル以下のもの

 床面積の合計が２５

，０００平方メートル

を超えるもの

９１，０００円

１５８，０００円

２５９，０００円

３４３，０００円

４１４，０００円

４８６，０００円

６９ ［略］

７０ 低炭素建築物新築等

計画の認定申請に対する

審査（都市低炭素化促進

法第５４条第２項の規定

による建築基準関係規定

の適合認定の審査の申出

を伴うものに限る。）

 次号に掲げるもの以

外のもの 

次のア及びイ

に定める額を合

計して得た額

アア 第６８項各

号、第６８項

の２各号又は

前項各号に掲

げる区分に応

じ、当該各号

に定める額

イ ［略］

６９ ［略］

７０ 低炭素建築物新築等

計画の認定申請に対する

審査（都市低炭素化促進

法第５４条第２項の規定

による建築基準関係規定

の適合認定の審査の申出

を伴うものに限る。）

 次号に掲げるもの以

外のもの

次のア及びイ

に定める額を合

計して得た額

アア 第６８項各

号又は前項各

号に掲げる区

分に応じ、当

該各号に定め

る額

イ ［略］
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 ［略］  ［略］

７１ 都市低炭素化促進法

第５５条第１項の規定に

よる低炭素建築物新築等

計画の変更の認定の申請

（以下「低炭素建築物新

築等計画変更の認定申請

」という。）に対する審

査（次項に規定するもの

を除く。）

第６８項各号、

第６８項の２各

号又は第６９項

各号に掲げる区

分に応じ、当該

各号に定める額

の２分の１に相

当する額

７２ ［略］

７３ 建築物のエネルギー

消費性能の向上に関する

法律（平成２７年法律第

５３号。以下「建築物省

エネ法」という。）第１

２条第１項又は第１３条

第２項の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能

適合性判定の申請に対す

る審査

 省令第１条第１号イ 

に定める基準に適合す 

る同号に規定する建築 

物 

ア 床面積（市長が別

に定める部分の床面

積を除く。以下この

項、次項及び第８０

項において同じ。）

の合計が３００平方

メートル未満のもの

イ 床面積の合計が３

００平方メートル以

上２，０００平方メ

ートル未満のもの 

ウ 床面積の合計が２

，０００平方メート

ル以上５，０００平

方メートル未満のも

の 

エ 床面積の合計が５

，０００平方メート

ル以上１０，０００

平方メートル未満の

もの 

オ 床面積の合計が１

０，０００平方メー

トル以上２５，００

次の各号に掲

げる区分に応じ、

当該各号に定め

る金額

２６７，０００円

４３２，０００円

６１６，０００円

７５９，０００円

８９８，０００円

 ［略］ ［略］

７１ 都市低炭素化促進法

第５５条第１項の規定に

よる低炭素建築物新築等

計画の変更の認定の申請

（以下「低炭素建築物新

築等計画変更の認定申請

」という。）に対する審

査（次項に規定するもの

を除く。）

第６８項各号

又は第６９項各

号に掲げる区分

に応じ、当該各

号に定める額の

２分の１に相当

する額

７２ ［略］
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０平方メートル未満

のもの

カ 床面積の合計が２

５，０００平方メー

トル以上のもの

 省令第１条第１号ロ

に定める基準に適合す

る同号に規定する建築

物

ア 床面積の合計が３

００平方メートル未

満のもの 

イ 床面積の合計が３

００平方メートル以

上２，０００平方メ

ートル未満のもの 

ウ 床面積の合計が２

，０００平方メート

ル以上５，０００平

方メートル未満のも

の 

エ 床面積の合計が５

，０００平方メート

ル以上１０，０００

平方メートル未満の

もの 

オ 床面積の合計が１

０，０００平方メー

トル以上２５，００

０平方メートル未満

のもの

カ 床面積の合計が２

５，０００平方メー

トル以上のもの

１，０２４，００

０円

１０２，０００円

１７１，０００円

２７７，０００円

３６２，０００円

４３５，０００円

５１０，０００円

７４ 建築物省エネ法第１

２条第２項又は第１３条

第３項の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能

適合性判定の申請に対す

る審査

 省令第１条第１号イ

に定める基準に適合す

る同号に規定する建築

物

ア 床面積の合計が３

００平方メートル未

満のもの

イ 床面積の合計が３

００平方メートル以

上２，０００平方メ

次の各号に掲

げる区分に応じ、

当該各号に定め

る金額

１３３，５００円

２１６，０００円
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ートル未満のもの 

ウ 床面積の合計が２

，０００平方メート

ル以上５，０００平

方メートル未満のも

の

エ 床面積の合計が５

，０００平方メート

ル以上１０，０００

平方メートル未満の

もの 

オ 床面積の合計が１

０，０００平方メー

トル以上２５，００

０平方メートル未満

のもの

カ 床面積の合計が２

５，０００平方メー

トル以上のもの

 省令第１条第１号ロ

に定める基準に適合す

る同号に規定する建築

物

ア 床面積の合計が３

００平方メートル未

満のもの

イ 床面積の合計が３

００平方メートル以

上２，０００平方メ

ートル未満のもの 

ウ 床面積の合計が２

，０００平方メート

ル以上５，０００平

方メートル未満のも

の 

エ 床面積の合計が５

，０００平方メート

ル以上１０，０００

平方メートル未満の

もの 

オ 床面積の合計が１

０，０００平方メー

トル以上２５，００

０平方メートル未満

のもの

カ 床面積の合計が２

５，０００平方メー

トル以上のもの

３０８，０００円

３７９，５００円

４４９，０００円

５１２，０００円

５１，０００円

８５，５００円

１３８，５００円

１８１，０００円

２１７，５００円

２５５，０００円

７５ 建築物省エネ法第２

９条第１項の規定に基づ 

 ［略］ ７３ 建築物のエネルギー

消費性能の向上に関する 

 ［略］
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く建築物エネルギー消費

性能向上計画の認定の申

請に対する審査（次項に

規定する審査を除く。）

  ［略］ 

 前号以外の場合で、

省令第８条第２号イ及

びロに定める基準に適 

 合するもの

ア・イ ［略］ 

・  ［略］

７６ 建築物省エネ法第２

９条第１項の規定に基づ

く建築物エネルギー消費

性能向上計画の認定の申

請（建築物省エネ法第３

０条第２項の規定による

申出を伴う申請に限る。

）に対する審査

 ［略］

 法第８７条の２の昇

降機に係る部分が含ま

れる場合 

  ア ［略］ 

  イ 法第６条第１項の

規定による確認を受

けた昇降機の計画を

変更して昇降機を設

置するもの

７７ ［略］

７８ 建築物省エネ法第３

１条第１項の規定に基づ

く建築物エネルギー消費

性能向上計画の変更の認

定の申請（同条第２項に

おいて準用する建築物省

エネ法第３０条第２項の

規定による申出を伴う申

前項に規定す

る合算して得た

金額に、第７６

項第１号に定め

る額を加算し、

同項第２号に掲

げる場合に該当

するときは同号

法律（平成２７年法律第

５３号。以下「建築物省

エネ法」という。）第２

９条第１項の規定に基づ

く建築物エネルギー消費

性能向上計画の認定の申

請に対する審査（次項に

規定する審査を除く。）

  ［略］ 

 前号以外の場合で、 

建築物エネルギー消費 

性能基準等を定める省 

令（平成２８年経済産 

業省・国土交通省令第 

１号。以下この項、第 

７５項及び第７７項に 

おいて「省令」という。

）第８条第２号イ及び 

ロに定める基準に適合 

するもの 

ア・イ ［略］ 

・  ［略］ 

７４ 建築物省エネ法第２

９条第１項の規定に基づ

く建築物エネルギー消費

性能向上計画の認定の申

請（建築物省エネ法第３

０条第２項の規定による

申出を伴う申請に限る。

）に対する審査

 ［略］

 建築基準法第８７条

の２の昇降機に係る部

分が含まれる場合 

  ア ［略］ 

  イ 建築基準法第６条

第１項の規定による

確認を受けた昇降機

の計画を変更して昇

降機を設置するもの 

７５ ［略］

７６ 建築物省エネ法第３

１条第１項の規定に基づ

く建築物エネルギー消費

性能向上計画の変更の認

定の申請（同条第２項に

おいて準用する建築物省

エネ法第３０条第２項の

規定による申出を伴う申

前項に規定す

る合算して得た

金額に、第７４

項第１号に定め

る額を加算し、

同項第２号に掲

げる場合に該当

するときは同号
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 請に限る。）に対する審

 査

に定める額を更

に加算して得た

金額

７９ ［略］

８０ 建築物のエネルギー

消費性能の向上に関する

法律施行規則（平成２８

年国土交通省令第５号）

第１１条の規定に基づく

軽微な変更に該当してい

ることを証する書面の交

付に対する手数料

 省令第１条第１号イ

に定める基準に適合す

る同号に規定する建築

物

ア 床面積の合計が３

００平方メートル未

満のもの

イ 床面積の合計が３

００平方メートル以

上２，０００平方メ

ートル未満のもの 

ウ 床面積の合計が２

，０００平方メート

ル以上５，０００平

方メートル未満のも

の 

エ 床面積の合計が５

，０００平方メート

ル以上１０，０００

平方メートル未満の

もの 

オ 床面積の合計が１

０，０００平方メー

トル以上２５，００

０平方メートル未満

のもの

カ 床面積の合計が２

５，０００平方メー

トル以上のもの

 省令第１条第１号ロ

に定める基準に適合す

る同号に規定する建築

物

ア 床面積の合計が３

００平方メートル未

満のもの

イ 床面積の合計が３

００平方メートル以

次の各号に掲

げる区分に応じ、

当該各号に定め

る金額

１３３，５００円

２１６，０００円

３０８，０００円

３７９，５００円

４４９，０００円

５１２，０００円

５１，０００円

８５，５００円

 請に限る。）に対する審

 査

に定める額を更

に加算して得た

金額

７７ ［略］
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上２，０００平方メ

ートル未満のもの 

ウ 床面積の合計が２

，０００平方メート

ル以上５，０００平

方メートル未満のも

の 

エ 床面積の合計が５

，０００平方メート

ル以上１０，０００

平方メートル未満の

もの 

オ 床面積の合計が１

０，０００平方メー

トル以上２５，００

０平方メートル未満

のもの

カ 床面積の合計が２

 ５，０００平方メー

トル以上のもの

１３８，５００円

１８１，０００円

２１７，５００円

２５５，０００円

備考 

１～４ ［略］

５ 第６８項から第６９項までにおいて「床面積

の合計」とは、低炭素建築物新築等計画の認定

申請及び低炭素建築物新築等計画変更の認定申

請に係る部分の床面積の合計（建築基準法施行

令第２条第１項第４号の規定により算出された

延べ面積。住戸部分を含むこれらの申請につい

ては、当該住戸部分を除く床面積の合計）をい

う。

６ 第６９項において「都市低炭素化促進法第５

４条第１項各号に掲げる基準に適合しているこ

とを示す書類」とは、次の各号に掲げる区分に

応じ、当該各号に定める機関が作成したものと

する。

 住戸部分及び共用部分 登録住宅性能評価

機関（品確法第５条第１項に規定する機関を

いう。）又は登録建築物エネルギー消費性能

判定機関（建築物省エネ法第１５条第１項に

規定する機関をいう。以下同じ。） 

 前号に規定する部分以外の部分又は当該部

分及び前号に規定する部分を合わせた部分 

登録建築物エネルギー消費性能判定機関

備考 

１～４ ［略］ 

５ 第６８項及び第６９項において「床面積の合

計」とは、低炭素建築物新築等計画の認定申請

及び低炭素建築物新築等計画変更の認定申請に

係る部分の床面積の合計（建築基準法施行令第

２条第１項第４号の規定により算出された延べ

面積。住戸部分を含むこれらの申請については、

当該住戸部分を除く床面積の合計）をいう。 

６ 第６９項において「都市低炭素化促進法第５

４条第１項各号に掲げる基準に適合しているこ

とを示す書類」とは、次の各号に掲げる区分に

応じ、当該各号に定める機関が作成したものと

する。 

 住戸部分及び共用部分 登録住宅性能評価

機関（品確法第５条第１項に規定する機関を

いう。）又は登録建築物調査機関（エネルギ

ーの使用の合理化等に関する法律（昭和５４

年法律第４９号）第７６条第１項に規定する

機関をいう。以下同じ。） 

 前号に規定する部分以外の部分又は当該部

分及び前号に規定する部分を合わせた部分 

登録建築物調査機関 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

－74－



（経過措置） 

２ この条例による改正後のさいたま市建築等関係事務手数料条例別表第６８項の２

及び第７０項の規定は、この条例の施行の日以後に申請のあった事務に係る手数料

について適用する。 
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